
コロナ禍での開催となった東京五輪では、5G（第5世代移動通信システム）を活用して新し
いスポーツ観戦体験を提供する「TOKYO 2020 5G PROJECT」が実施されました
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当資料のお取扱いについては最終ページのご留意事項をご覧ください。

東京五輪で活用される5G

5Gを活用した新たなスポーツ観戦スタイ
ルを提供した東京五輪

 五輪史上過去に例を見ないコロナ禍での開催と
なった東京五輪では、「史上最もイノベーティブ（革
新的）で、世界にポジティブな改革をもたらす大会」
の実現に向けた取り組みとして、NTTグループやイ
ンテルの技術協力のもとで、5Gを活用した新たな
観戦体験「TOKYO 2020 5G PROJECT」が実
施されました。

 東京五輪はほとんどの試合が無観客となったため、
五輪関係者などへの技術お披露目に限定されまし
たが、競技会場にいるかのような臨場感のある新し
い観戦体験として、5Gの高速大容量性を生かした
超高解像度映像および同時多地点映像のライブスト
リーミング、低遅延性を生かしたAR（拡張現実）観
戦体験などが実施されました。

 これまで防波堤から双眼鏡で観戦されていたセーリ
ング競技においては、複数台の4Kカメラを搭載し
たドローンからの撮影映像を、観戦場前の洋上に浮
かべた超巨大スクリーンにリアルタイムに伝送する
ことで、競技があたかも目の前で行われているか
のような超高臨場な体験が可能となりました。ま
た、水泳競技においては、眼鏡型AR端末にリアルタ
イムで競技データを配信し、タイムや選手紹介など
のより詳細な競技情報を取得しながら観戦を楽しむ
ことができるスタイルを提供しました。

 日本政府は「日本再興戦略2016」において、2015
年に5.5兆円であったスポーツ市場規模を、東京五
輪等を起爆剤として2025年には15.2兆円まで拡
大する方向性を示しています。

 スポーツ業界においても、近年IT技術を活用した新
たな技術やサービスが拡大しており、今後の市場成
長の中心になると見込まれます。

 東京五輪における新たなスポーツ観戦の体験を
きっかけとして、5Gの進展が今後のスポーツ市場
拡大を後押しすることが期待されます。

スポーツ市場拡大のカギを握る5G

＊SNS活用と密接に絡む映像コンテンツ（映像コンテンツにSNSマーケティングを
活用している場合等）も含む

（出所）「新たなスポーツビジネス等の創出に向けた市場動向（平成30年3月）」
（文部科学省）の情報を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
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スコアデータが迅速に届く
眼鏡型AR端末で
水泳競技観戦

データ/AI活用
スポーツに関するデータを
活用することで、スポーツ産
業の発展に寄与

IoT/ウェアラブル活用
そこから発生するデータの
活用により、スポーツ産業の
発展に寄与

SNS活用＊

SNSを効果的に活用するこ
とでスポーツに対する関心
を集める

映像コンテンツ活用
スマートフォン動画やネット
TVなどの映像技術で、ス
ポーツの関心を集める

VR（仮想現実）/AR活用
新しいする・みるスタイルや
体験を提供することで関心
を集める

フィンテック
スポーツにおける金銭に係
わる仕組みにITを活用する
ことで高度化を図る

ドローン
ドローンを活用した新たな
スポーツや撮影技術等

NTTの超高臨場感通信技
術「Kirari！」を活用したホ
ログラフィック映像による
パブリックビューイング

※上記写真はイメージです。



◎投資信託に係るリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債など値動きのある有価証券等を投資対象とし投資元本が保証されていないため、
当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。したがってお客様の
ご投資された金額を下回ることもあります。
また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスク

の内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をよくご覧くだ
さい。

◎投資信託に係る費用について

投資信託にご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。
1.購入時に直接ご負担いただく費用 （1）購入時手数料 上限 3.85％（税込） （2）信託財産留保額 上限 0.1％
2.換金時に直接ご負担いただく費用 （1）信託財産留保額 上限 0.5％
3.保有期間中に間接的にご負担いただく費用 （1）信託報酬 上限年率 2.09％（税込、概算）
※ファンド・オブ・ファンズ形式の場合は、一部を除き、投資信託が投資対象とする投資信託証券の信託報酬等が別途かかり
ます。

※一部の投資信託および投資信託証券には運用実績等に基づき計算される成功報酬額が別途かかる場合があります。この
場合、成功報酬額の加算によってご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合がありますが、成功報酬額は運用実績
等により変動するため、上限額等を事前に表示することができません。

4.その他費用 （1）上記以外に投資信託の保有期間等に応じてご負担いただく費用（*）があります。これらの費用は、運用状況
等により変動するため、料率、上限額等を事前に表示することができません。
（*）監査費用、有価証券の売買・保管、信託事務に係る諸費用、投資信託証券の解約に伴う信託財産留保額、および投資信託
が実質的に投資対象とする仕組み債券の価格に反映される費用等

上記の費用の合計額については、お客様が投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、上限額等を事前に表示す
ることができません。
詳細は投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認ください。

【投資に関しての留意事項】

【ご留意事項】

●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、金融
商品取引法に基づく開示書類ではありません。

●ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動し
ます。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に
帰属します。

●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、
証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

●当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありませ
ん。また、今後予告なく変更される場合があります。

●当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは
保証するものではありません。

●当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしくは
公表元に帰属します。

《ご注意》
上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、

三井住友トラスト・アセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最高の料率
（作成日現在）を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、夫々の投資信託により異なりますので、ご投資をされる
際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご覧ください。
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